
施策目標（テーマ）

【担当課（関係課）】
初等中等教育局 特別支援教
育課

達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後予
算額
（千円）

２４年度
補正後予
算額
（千円）

２５年度当
初予算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標及び
達成目標

担当課

特別支援教育充実事業 292,055 166,352 1,404,428 ０１１９
１－①
２－①

初等中等
教育局特
別支援教
育課

特別支援教育設備整備
費等補助

1,854 1,594 1,435 ０１２０ １

初等中等
教育局特
別支援教
育課

特別支援教育就学奨励
費負担等

7,583,229 7,844,056 8,403,293 ０１２１ １

初等中等
教育局特
別支援教
育課

事業

２３年度
補正後予
算額
（千円）

２４年度
補正後予
算額
（千円）

２５年度当
初予算案
額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
達成目標

担当課

独立行政法人
国立特別支援教育総合
研究所運営費交付金に
必要な経費

1,081,622 988,509 883,188 ０１２２ １～２

初等中等
教育局特
別支援教
育課

独立行政法人
国立特別支援教育総合
研究所施設整備に必要
な経費

28,440 23,345 21,011 ０１２３ １～２

初等中等
教育局特
別支援教
育課

【成果指標（アウトカム）】
①　特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有状況
　　（２４年度実績：７１．１％/目標：２５年度・７０％以上）

Ⅰ．特別支援教育設備整備事業　…　障害状況に応じた適切な教育を実施するにあたり、特
別に必要となる設備整備
　に要する経費
Ⅱ．最新の情報機器等整備事業　…　障害のある児童生徒の情報教育において、視覚障害
児・肢体不自由児・知的障
　害児など障害の種類や程度に応じた特別な情報機器の整備に要する経費
Ⅲ．学校安全設備整備事業　…　学校における突発的な事件・事故に対応するため、特別支
援学校等において、障害
　による種々の困難に特別に配慮した安全管理に必要な設備整備に要する経費
（補助率　……　１／２）

２　特別支援学校に在籍する児童生徒の
障害の重度・重複化、多様化等に対応した
適切な指導や必要な支援を行うため、教員
の専門性の向上や、指導内容・方法等の
改善を図る。この効果を計るため、以下の
指標を設定し、教員の専門性向上や指導
内容・方法等の改善について判断する。

研究所の設置する研究所施設の整備充実を図り､研究所が行う研究所施設の整備に要する
経費に対して補助を行う。

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

【施策の概要】
　障害のある全ての幼
児児童生徒の自立や社
会参加に向けた主体的
な取組を支援するという
視点にたち、幼児児童
生徒一人一人の教育的
ニーズを把握し、その持
てる力を高め、生活や
学習上の困難を改善又
は克服するため、適切
な指導及び必要な支援
を行う特別支援教育を
推進する。

（参考）関連する独立行政法人の事業

達成手段の概要

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各都道府県の指導者養成
研修、臨床的研究のフィールドとなる教育相談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者
交流や国際貢献等の国際交流を全職員が参画して一体的に推進し、我が国唯一の特別支援
教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人の教育的ニーズに対応した教育
の実現に貢献する。

　特別支援学校等に就学している幼児児童生徒の保護者等に対し、当該保護者等が負担す
ることとなる通学費、学校給食費、学用品費等就学に必要な経費について、経済的負担能力
に応じて、都道府県又は市町村が援助する場合に、その経費の一部を補助する。
　補助事業者は、
　・　負担金（法律補助）　都道府県
  ・　補助金（予算補助）　都道府県（特別支援学校分）及び市町村（特別支援学級分及び通常
の学級に在籍する障害のある児童生徒分）
　・　交付金（法律補助）　国立大学法人附属特別支援学校及び附属小中学校の特別支援学
級に在籍する児童生徒の保護者等
（補助率　……　都道府県及び市町村が援助した額の１／２、交付金は１０／１０補助）

主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

１　発達障害を含む障害のある子ども一人
一人の教育的ニーズを把握し適切な支援
を行うため、体制整備等を推進する。この
効果を計るため、以下の指標を設定し、体
制整備等の推進について判断する。

【成果指標（アウトカム）】
①　公立幼稚園、小・中・高等学校における個別の教育支援計画作成率
　　（２４年度実績：６４．３％/目標：２５年度・７０．５％）

政策目標２　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

１０　一人一人の
ニーズに応じた特
別支援教育の推
進

達成手段の概要

○改正障害者基本法の趣旨等を踏まえ、インクルーシブ教育システムの構築に向けた取組と
して、早期からの教育相談・支援体制の構築、幼・小・中・高等学校における合理的配慮の充
実及び拠点地域・学校の整備、高等学校の特別支援教育の充実、医療的ケアのための看護
師配置、合理的配慮の関連知識の習得及び情報共有を図るためのセミナー開催等を行う。
○教員に発達障害に関する正しい理解を図るための理解推進拠点事業を実施するとともに、
発達障害に関する専門的・実践的知識を有する教職員を育成するためのプログラム開発を行
う。
○発達障害を含む障害のある子どもの自立と社会参加に向けた指導・支援の充実・改善を図
るため、各学校等における支援体制の整備や実践的な研究等に総合的に取り組み、もって特
別支援教育の推進に資する。
○小・中・高・特別支援学校において、発達障害等のある児童生徒の障害特性、発達段階、教
科の特性などに応じた教科用特定図書等や教材、その支援技術に関する研究を実施する。ま
た、就労支援など特に課題とされている分野等について先導的な取組を行っているＮＰＯ等民
間団体に対し、実践研究を委託する。
○教員に対する専門的な研修を充実させるとともに、障害のある児童生徒の保護者等に対し
就学制度や特別支援教育に関する理解を深める取組を実施する。

達成目標


